第４回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨

日　時：平成２１年１１月１９日（木）１４時から１６時２０分
場　所：大阪府公館
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、清水涼子氏）

総務部副理事（新公会計制度PT長）ほか６名

【新公会計制度に係る会計処理について】

アドバイザーの主な発言
· 財産の受贈については、以前は資本取引であったが現状では一般的に損益取引とされている。パブリックだからといって民間と違う会計処理をする理由はあまりないと思うので、損益取引として特別損益に計上するべきと考える。
· 無形固定資産については特許権法等により権利の存続期間が決まっているが、税法の耐用年数はだいたいそれよりも短い。税法も参考としつつ法定の期間を最大限として実態を踏まえて決めるべきだと思う。

【新公会計制度に係る財務諸表について】

　アドバイザーの主な発言

· 附属明細表において目的別で貸借対照表及び行政コスト計算書の概要を表示するということだが、財務諸表は組織別で作るとしている。本来はいずれも政策目的別で作成することが有用だと思う。
· 組織別で財務諸表を作っていくと、組織変更があったときに年次の比較という点で問題がある。

【その他】
○ 上記の他、事務局から「中間報告」の原案について説明し、アドバイザーの意見をいただきました。
（中間報告とは）

　新公会計制度導入に関わる会計処理、システム、活用方策等について、現時点までの検討状況と今後の検討の方向性をまとめたもの（年内に公表予定）
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